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カナダ 高温・低温

・ケベック州で7月に熱波で犠

牲者50人以上

・日最高が35℃超え

・ニューファンドランドで6月に-

1℃を記録し雪も観測

アルメニア 高温

・7月に42.6℃（観測

史上最高）

・日平均が平年比＋

4-7℃

シベリア 高温

・6月の月平均が平年

比＋5℃

・日最高29℃（平年の

日平均3℃）

日本 高温・大雨

・豪雨で犠牲者220人

以上

・四国で豪雨時の総

降水量が1800ミリ超

・7月に41.1℃（観測

史上最高）

・7月の熱中症搬送者

54,220 人 、死亡者

133人（過去最多）

スカンディナビア 高温・少雨

・5-7月にかけて高温

・7月平均が平年比＋5℃

・スウェーデンで7月に約50件の

山火事

アメリカ西部 高温
・カリフォルニア州で52℃

・ロサンゼルス近郊で
48.9℃

2018年夏の異常気象
※観測値は各地点における値。
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地球温暖化に伴い豪雨や猛暑日の発生頻度は増加する。
世界気象機関（WMO）でも、日本を始め世界中で観測されたような顕著な降水や高温の増加傾向は、長期的
な地球温暖化の傾向と関係しているという見解が示されている。
気象庁も昨夏の酷暑を「一つの災害と認識」、「長期的に見ると、地球温暖化の影響が表れてきている」と発表。

出典：WMO

インド 大雨
・大雨で6月に犠
牲者280人以上、
7月に190人以上

アフリカ北部 高温

・モロッコで43.4℃（観測

史上最高）

・サハラ砂漠で51.3℃

南米 低温

・6月にアルゼンチンや

ボリビアで月平均が平

年比-3℃

ヨーロッパ南部 大雨

・6月に平年を大幅に上

回る降雨

・イタリアで平年比8倍の

降水

ヨーロッパ中部 少雨

・6月～7月に少雨。

・6月の月降水量が平年

比10％以下

トルコ 高温

・6-7月にかけて高温

・7月に日最高41℃

（平年の日平均25℃）
※記載内容はWMOの記事及び気象庁HPより抜粋

図 1981年-2010年の平均と比較した6月の平均気温差



IPCC第６次評価サイクル

成果物採択スケジュール（予定）

 2018年10月
1.5℃特別報告書（10月8日公表）

 2019年5月
方法論報告書

 2019年8月
土地関係特別報告書

 2019年9月
海洋雪氷圏特別報告書

 2021年～2022年
第6次評価報告書

IPCC（気候変動に関する政府間パネル）の最近の動向

IPCC第49回総会の京都開催

 「温室効果ガス排出・吸収量の算定方法の改
良に関する報告書」が受諾予定。
• 各国のインベントリ算定の基礎となるものであり、パリ協定の実施

に不可欠
• 日本は1999年以降インベントリ算定に関わるタスクフォースの技術

的支援ユニットをホスト。我が国のIPCCへの長年の貢献を国際的
にアピール

開催地及び開催時期
• 京都市（国立京都国際会館（下記執筆者会合及び総会）、グランド

プリンスホテル京都（記者会見）
• 執筆者会合（5月6日-7日）
• IPCC第49回総会（5月8日ｰ12日）
• 記者会見（2019年5月13日）

 10月韓国・仁川で開催された第48回総会にて
承認。

報告書のポイント
・工業化以前と比べ、現時点で約１℃温暖化。
・現状を維持すると、2030年～2052年の間に1.5℃上昇。
・1.5℃と2℃の温暖化との間では生じる影響に違いがある。
・1.5℃を大きく超えないためには、2050年前後のCO2排出量が正味ゼロに
なっていることが予測される。
・各国が現在提出している目標による2030年の排出量では、1.5℃に
抑制することは厳しい。

IPCC1.5℃特別報告書
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○環境省、宇宙航空研究開発機構（JAXA）及び国立環境研究所（NIES）で開発

○初号機は打上げから９年半を経過した現在も継続運用中

○後継機「いぶき2号」は2018年10月29日(月）に打ち上げ成功

○「いぶき3号」は2018年度中の開発着手を目指し準備中

温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」（GOSAT※）シリーズ

 気候変動に関する科学の発展への貢献

 気候変動政策への貢献（低炭素社会開発の推進）

「いぶき」シリーズの目的

※GOSAT： Greenhouse gases Observing SATellite

©JAXA

(WDCGG,2018)

©NIES

約２００点

通年で
１万３,０００点以上

地上観測点

・打上げ日：2018年10月29日
・設計寿命：5年
・観測対象： CO2、CH4、CO等
・観測精度：0.5ppm(CO2)、5ppb(CH4)

（陸域500km四方、1か月平均）

2017年8月 CO2濃度分布

「いぶき」による観測点

① 観測精度の向上

② 大都市単位、大規模排出源単
位での温室効果ガスの観測

③ 人為起源のCO2の排出特定

「いぶき2号」の強化点

いぶき２号（GOSAT-2）

「いぶき2号」
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国連気候変動枠組条約第24回締約国会議（COP24）
結果概要

パリ協定の精神に則り、二分論によることなく、すべての国に共通に適用される実施指針を採択。

緩和（2020年以降の削減目標の情報や達成評価の算定方法）、透明性枠組み（各国の温室効果ガス排出

量、削減目標の進捗・達成状況等の報告制度）、資金支援の見通しや実績に関する報告方法などについて規定。

市場メカニズム（二国間クレジット制度（JCM）等の取扱い等）については、根幹部分は透明性枠組みに盛り込

まれた。なお、詳細ルールは次回COPにおける策定に向けて検討を継続。

我が国は、COP議長や主要国など13か国及びEUとのバイ会談等を積極的に実施するとともに、パリ協定の実施指

針採択に向けた議論に積極的に参加し、先進国と途上国の二分論の回避に貢献。

（１）パリ協定の実施指針の採択

４年連続の排出削減、衛星「いぶき」による世界の排出量把握への貢献、「地域循環共生圏」の構築などを、政

府代表演説やバイ会談などあらゆる機会で発信。日本の取組や技術について高い評価を受けた。

海洋プラスチック対策の実効ある枠組みを、来年のG20で構築していくことについて、米国、中国などと意見交換。

各国の理解と賛同を得た。

（２）日本の取組をアピール

米国のパリ協定に対する態度は変わらないものの、国益を重視する観点から積極的に交渉に参加した。

米国国務省は、「米国は、交渉の成果に留意し、米国交渉官の努力に感謝する。交渉成果は、米国の経済的競争相手に

対し、1992年以来米国が満たしてきた基準に沿った形での排出量の報告を課すための重要な一歩である。」と15日に発表。

（３）米国の交渉参加と評価

（日時：2018年12月２日（日）～15日（土） 場所：ポーランド・カトヴィツェ）
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世界初 G20環境・エネルギー閣僚会合Ｇ２０持続可能な成長のための
エネルギー転換と地球環境に関する関係閣僚会合

日時：2019年 6月15日(土)—16日(日)
場所：長野県 軽井沢町

(軽井沢プリンスホテル)

※Ｇ20大阪サミットは同年6月28日(金)‐29日(土)開催予定

○世界の持続可能な成長に向けてエネルギー転換と地球環境について議論する。

○Ｇ２０において環境関係閣僚による会合を開催するのは初。

（経済産業省 資源エネルギー庁と共同開催）

○キーメッセージとして、「環境対策がイノベーションを生み、新たな成長に繋がる」

ことを打ち出すことを検討中。
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https://www.google.co.jp/imgres?imgurl=https://cdn1.iconfinder.com/data/icons/cloud-14/32/location_locate_google_custom_pin_search-512.png&imgrefurl=https://www.iconfinder.com/icons/884900/custom_google_locate_location_pin_search_icon&docid=UiWgbP8jr9CjuM&tbnid=SRR6jFjdw7Gp9M:&vet=10ahUKEwjf697DmvvZAhXMnJQKHbMsCjQQMwhCKAUwBQ..i&w=512&h=512&itg=1&bih=913&biw=1392&q=google location pin&ved=0ahUKEwjf697DmvvZAhXMnJQKHbMsCjQQMwhCKAUwBQ&iact=mrc&uact=8
https://www.google.co.jp/imgres?imgurl=https://cdn1.iconfinder.com/data/icons/cloud-14/32/location_locate_google_custom_pin_search-512.png&imgrefurl=https://www.iconfinder.com/icons/884900/custom_google_locate_location_pin_search_icon&docid=UiWgbP8jr9CjuM&tbnid=SRR6jFjdw7Gp9M:&vet=10ahUKEwjf697DmvvZAhXMnJQKHbMsCjQQMwhCKAUwBQ..i&w=512&h=512&itg=1&bih=913&biw=1392&q=google location pin&ved=0ahUKEwjf697DmvvZAhXMnJQKHbMsCjQQMwhCKAUwBQ&iact=mrc&uact=8


○ 2017年度（速報値）の総排出量は12億9,400万トン（前年度比-1.0％、2013年度比-8.2％、2005年度比 -6.2％）

○ 前年度と比べて排出量が減少した要因としては、オゾン層破壊物質からの代替に伴い、冷媒分野においてハイドロフルオロカーボン
類（HFCs）の排出量が増加した一方で、再生可能エネルギーの導入拡大や原発の再稼働の増加等により、エネルギー起源のCO2排
出量が減少したこと等が挙げられる。

○ 2013年度と比べて排出量が減少した要因としては、HFCsの排出量が増加した一方で、最終エネルギー消費量の減少や再エネ・原発
の増加等により、エネルギー起源のCO2排出量が減少したこと等が挙げられる。

○ 2005年度と比べて排出量が減少した要因としては、HFCsの排出量が増加した一方で、省エネ等により産業部門や運輸部門における
エネルギー起源のCO2排出量が減少したことなどが挙げられる。

我が国の温室効果ガス排出量（2017年度速報値）

排出量
（億トンCO2換算）

14

11

12

13 12億7,500万トン

13億8,000万トン

2005 2008 2009 2010 2011 2012
0

13億500万トン
(同 -5.4％)

13億5,600万トン
(同 -1.8％)

12億5,000万トン
(同 -9.4％)

13億9,800トン
(同 +1.3％)

13億2,300万トン
(同 -4.1％)

13億5,900万トン
(2005年度比 -1.5％)

13億9,500万トン
(同 +1.1 ％)

2006 2007 2013

14億900万トン
(同 +2.1％)

1990 2017

13億6,200万トン
＜2013年度比 -3.4％＞

(同 -1.3％)

2014 2015

13億2,400万トン
＜同-6.1%＞
(同 -4.1％)

注１ 2017年度速報値の算定に用いた各種統計等の年報値について、速報値の算定時点で2017年度の値が未公表のものは2016年度の値を代用している。また、一部
の算定方法については、より正確に排出量を算定できるよう見直しを行っている。このため、今回とりまとめた2017年度速報値と、来年４月に公表予定の2017年度
確報値との間で差異が生じる可能性がある。なお、確報値では、森林等による吸収量についても算定、公表する予定である。

注2 各年度の排出量及び過年度からの増減割合（「2013年度比」）等には、京都議定書に基づく吸収源活動による吸収量は加味していない。

12億9,400万トン
[前年度比 -1.0％]

〈2013年度比 -8.2%〉
(2005年度比 -6.2%)

13億700万トン
＜同-7.3%＞
(同 -5.3％)

2016
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長期戦略を2020年までに提出することが必要（2015年COP21決定）

 2016年のG7伊勢志摩サミットにおいて、2020年の期限に十分先立っての策定にコミット。

（G7のうち、未提出国は日・伊の2カ国のみ）

 「来年のG20議長国として、世界の脱炭素化を牽引していくとの決意の下、骨太な戦略をしっかりと
創りあげてまいりたい」（2018年3月1日参・予算委 総理答弁）

2018年６月、以下のとおり総理指示等あり

 「金融界、経済界、学界など各界の有識者にお集まりいただき、これまでの常識にとらわれない新た
なビジョン策定のため、有識者会議を設置」（2018年6月4日 未来投資会議 総理発言）

 「成長戦略として、パリ協定に基づく、温室効果ガスの低排出型の経済・社会の発展のための長
期戦略を策定」（「未来投資戦略2018」 2018年6月15日 閣議決定）

2018年８月よりパリ協定長期成長戦略懇談会において策定に向け議論中

パリ協定の目標達成のための長期戦略の検討状況

懇談会メンバー
・内山田 竹志 トヨタ自動車 代表取締役会長

・枝廣 淳子 大学院大学至善館 教授、イーズ 代表取締役

・北岡 伸一 東京大学 名誉教授、JICA 理事長 【座長】

・進藤 孝生 新日鐵住金 代表取締役社長

・隅 修三 東京海上HD 取締役会長

・高村 ゆかり 東京大学国際高等研究所サステイナビリティ学連携

研究機構教授

・中西 宏明 日本経団連 会長

・水野 弘道 年金積立金管理運用独立行政法人(GPIF) 理事兼CIO

・森 雅志 富山市長

・安井 至 東京大学 名誉教授、元国際連合大学 副学長

○第１回（８月３日）
・出席者：各委員、総理・官房長官・環境大臣等
・議題 ：懇談会の運営等、委員からの発言
○第２回（９月４日）
・出席者：各委員、環境大臣、経産大臣、有識者等
・議題 ：有識者ヒアリング（「イノベーション」）、意見交換
○第３回（11月19日）
・出席者：各委員、環境大臣、経産大臣、有識者等
・議題 ：有識者ヒアリング（「グリーンファイナンス」、「グ
リーンビジネス・海外展開」、「地域」」）、意見交換

○第４回（12月21日）
・出席者：各委員、官房長官、環境大臣、外務大臣、経産大臣等
・議題 ：提言案取りまとめに向けたフリーディスカッション

開催実績
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事業を100％再エネで賄うことを目指す企業連合。2014年に結成。

－2019年1月時点で、製造業、情報通信業、小売業など160社が参画。参画する日本企業は14社（2019年1月時点）。

－各社は実績を毎年、CDP質問書を通してRE100に報告、「RE100 Annual Report」に公表。

－環境省も2018年６月に、行政機関として世界で初めてアンバサダーとして参画。

欧米を中心とするＥＳＧ投資の取組の広がりなどを
背景に、国際企業における気候変動対策が加速化。

ＳＢＴやＲＥ１００、ＴＣＦＤといった国際イニシアチブへ
参画、賛同する企業が増加。

これらの企業が評価され、成長する社会経済システム
の構築が必要。

アジア(除く日本）
0.05兆米ドル
（世界の0.2%）

アメリカ合衆国
8.7兆米ドル

（世界の38.1%）

カナダ
1.1兆米ドル
（世界の4.7%）

ヨーロッパ

12.0兆米ドル

（世界の52.6%）

豪州・NZ
0.5兆米ドル
（世界の2.3%）

日本
0.5兆米ドル
（世界の2.1%）

企業自らが、気候科学の知見（IPCCなど）に沿って、パリ協定の目標と整合した削減目標を設定する国際的プロジェクト。

－2015年にCDP、国連グローバル・コンパクト、WRI、WWFが共同で立ち上げ、運営。

－野心的な目標であると認められたSBT認定を取得している企業は、世界で162社、うち日本企業33社(2019年1月現在）。

今後2年以内に設定することを表明している企業は347社（2019年1月現在）。

※CDP：世界の主要企業の環境情報を収集分析し、企業の取組情報を共通の尺度で公開することを目的とする国際NGO

※WRI(World Resources Institute)：世界資源研究所。地球環境と開発に関する政策研究・技術開発支援を行う

G

SBT（Science Based Targets） 世界におけるESG投資額の規模

RE100
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投資家向けの気候変動情報の開示フレームワーク。

－金融安定理事会の要請に基づき設立されたTCFDが2016年に最終提言書を公表。

－企業に対して、IPCC等の気候シナリオを用いて、自社の気候関連リスク・チャンスを評価し、経営戦略・リスク管理へ反映、その財務上

の影響を把握、開示することを求めるもの。

－世界で500社以上の金融機関、企業がTCFDの提言書への賛同を表明。環境省、金融庁、経産省も賛同を表明。

TCFD(TASK FORCE on CLIMATE-RELATED FINANCIAL DISCLOUSURES)

脱炭素化をめぐるビジネスの動き



＜各国の動き＞

• 仏・英・加は従来の石炭火力発電の廃止を表明。米・中・印でも抑制や減少の流れ。

• COP23で、英・加が、各国政府・自治体・企業と連携して脱石炭発電連合を発足。

＜ビジネスや投資家の動き＞

• 100％再エネによる事業運営を目指す「RE100」が結成 (Apple,Walmart,BMWなど152社)

• 世界の再エネ発電への投資額は火力発電の約２倍に。

• 世界的に化石燃料関連資産から投資を引き上げる「ダイベストメント」が加速。

パリ協定は、世界全体の平均気温の上昇を２℃以内に抑える目標と、今世紀後半に温室効果ガスの人為的な排出

と吸収のバランス（実質排出ゼロ）の達成を掲げる。すなわち、今世紀後半には化石燃料を燃やせない時代が到来。

脱石炭火力発電に向けた動き

・石炭火力の新増設計画が全て実行されると、我が国の削減目標達成は困難。経済性の観点のみで新増設を進めることは許されない。

・環境省としては、電気事業分野における対策のレビュー、環境アセスメントにおいて、石炭火力に対して厳しい姿勢で臨む。

・パリ協定の発効や石炭火力抑制に向けた世界の潮流など、石炭火力発電を取り巻く状況は一層厳しさを増している。電気事業者に

は、石炭火力を取り巻く厳しい状況を今一度よく勘案していただく必要がある。 （平成29年12月5日 衆・環境委における大臣答弁要旨）

＜環境アセスメントにおける環境大臣意見＞（平成30年９月2８日 秋田港火力発電所建設計画）

世界の潮流に逆行するような地球温暖化対策が不十分な石炭火力発電は是認できなくなるおそれもあり、石炭火力発電に係る環境保

全面からの事業リスクが極めて高いことを改めて強く自覚し、2030年度及びそれ以降に向けた本事業に係る二酸化炭素排出削減の取

組への対応の道筋が描けない場合には事業実施を再検討することを含め、事業の実施についてあらゆる選択肢を勘案して検討すること。

・銀行や生保による石炭火力への融資の中止（ex.三井住友信託銀行、りそなHD、第一生命、日本生命。三大メガバンクも石炭火力への融資基準を明確化）

・石炭火力建設計画の中止・撤回（ex.J-POWERの高砂火力1､2号機の建替え断念、四国電力等の仙台高松石炭火力新設計画をバイオマス専焼に）

パリ協定を受けた世界の潮流の変化

環境省の厳しい姿勢

国内でも脱石炭火力に向けた明らかな変化

石
炭
火
力

（
従
来
型
）

石
炭
火
力

（U
S

C

）

石
炭
火
力

（IG
C
C

）

石
油
火
力

（
従
来
型
）

L
N

G

火
力

（
従
来
型
）

最
新
型LN

G

火
力

（G
T
C
C

）

0.867

0.733 0.721

0.415

0

0.5

1

Ｃ
Ｏ
2排

出
原
単
位

0.795
～

0.836

0.320
～

0.360

（ex.世界銀行、ノルウェー政府年金基金）

※石炭火力のCO2排出係数は、
最新鋭技術でも天然ガス火力の約２倍
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生保
石炭火力への
新規投資の停止

・第一生命保険
海外向けの石炭火力発電プロジェクトへの、新規投融資を行わないと決定。 （2018年4月)

・日本生命保険
国内外の石炭火力発電プロジェクトへの、新規投融資を今後行わない方針を表明。(2018年7月)

エネルギー
石炭火力発電所
建設計画の
中止・撤回

・J-POWER 高砂石炭火力発電所
高砂火力発電所１、２号機（50万kW）の建て替えを断念すると発表。（2018年4月）
※平成26年10月に環境アセス大臣意見（配慮書）を提出

・四国電力・住友商事 仙台高松石炭火力発電所
2018年6月、石炭と木質バイオマスを混燃する火力発電所（11万2千kW）の新設計画をバイオマス専焼に変更。（条例アセス対象）

・中国電力・JFEスチール 千葉市石炭火力発電所
2018年12月、千葉市に共同で建設を検討していた石炭火力発電所（107万kW）開発計画について、十分な事業性が見込めないと判断し、検
討の中止を発表。※平成29年３月に環境アセス大臣意見（配慮書）を提出

・千葉袖ケ浦エナジー（東京ガス・出光興産・九州電力） 袖ケ浦市石炭火力発電所
2019年１月、袖ケ浦市に建設予定であった大型石炭火力発電所（200万kW）について、十分な事業性が見込めないと判断し、
計画中止を発表。※平成27年8月に環境アセス大臣意見（配慮書）を提出

日本国内でも強まる脱石炭火力の流れ

・昨年11月のCOP23における脱石炭連盟発足に代表される世界的な脱石炭火力への潮流。
・アセス環境大臣意見等の石炭火力問題に対する厳しい姿勢。

国内でも金融、生保、さらにはエネルギー分野で脱石炭火力の流れが鮮明に。

金
融

石炭火力への
融資の中止

・三井住友信託銀行
新たな石炭火力発電のプロジェクトについては、原則的に取り組まない方針を公表。(2018年8月)

・りそなホールディングス
石炭火力発電事業にかかるプロジェクトファイナンスについては、災害時対応等の真にやむを得ない場合を除き、新規融資は行わない方針を
公表。(2018年11月)

石炭火力への
融資方針・

基準の明確化

※各行の方針・
基準には例外規定あり

・三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ

環境保護などに関する融資方針を公表し、石炭火力はＯＥＣＤのガイドラインを参考にファイナンスの可否を決定する方針を表明。(2018年5月)

・みずほフィナンシャルグループ

石炭火力について、国際基準を参考に案件ごとの適切な融資を実行する方針を表明。(2018年6月)

・三井住友フィナンシャルグループ

石炭火力発電所への新規融資は、国や地域を問わず超々臨界及びそれ以上の高効率の案件に融資を限定する方針を表明。(2018年6月)

商社
石炭火力発電新規事業の取組停止

・丸紅
新規石炭火力発電事業には原則として取り組まないことを公表（2018年9月） 10



フロン類対策の全体像

【法規制】

・オゾン層保護法：モントリオール議定書に基づくフロン類の生産量・消費量の削減義務を履行するため、

フロン類の製造及び輸入の規制措置を講ずる（2019年から代替フロンも規制対象に追加）。

・フロン排出抑制法：フロン類のライフサイクル全般にわたる排出抑制対策を規定。

⇒３割程度で低迷する廃棄時回収率向上に向け、原田大臣指示を受けて次期通常国会へのフロン

排出抑制法改正案の提出も含め、対策について検討を行い、早急に対策強化パッケージとりまとめ予定。

【予算措置】

・省エネ型自然冷媒機器の導入促進（補助）：H31予算案75億円（H30予算65億円）

 フロン類の製造・輸入の規制
（2019年から代替フロンも対象）

 ライフサイクル（生産・使
用・回収・破壊等）全体を
通じた対策の推進
・フロン類機器の点検
・フロン類の漏洩量報告
・機器廃棄時のフロン類
の回収・破壊等

オゾン層保護法 フロン排出抑制法

フロンメーカー
製品メーカー

一
部
再
生
利
用

ユーザー

充塡回収業者
破壊・

再生業者

破壊義務

廃棄時の
引渡義務
（不徹底）

定期点検

漏えい量報告

設備業者・解体工事業者

製品の処分は廃棄物業者

対策強化のポイント

フロン回収せずに
製品を廃棄する
ことを防止。
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フロン排出抑制法の課題

要因分析の結果

回収
台数率
５割程度

フロン
回収率
４割程度

半数近くの機器は、
フロン回収をせずに廃棄。

台数 ﾌﾛﾝ量

34%

29% 30% 31% 32%

27% 28%
30% 31%

29%

34% 34%
32%

38%39%38%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2020 2030

フロン回収量

廃棄時排出量

フロン回収率

（ｔ）

2020年

50％

2030年

70％

温対計画の
目標

フロン法施行 改正フロン法施行 改正フロン法施行

京都議定書目標60％

機器廃棄時のフロン回収率は10年以上３割程度に低迷し、直近でも４割弱に
止まる。

地球温暖化対策計画（2016年５月閣議決定）の目標は、現状のままでは実現
困難。
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フロン回収に関する現行制度の課題と主な対策（案）

 継続的な普及・啓発活動の推進のため、都道府県における関係者による協議会規定の導入（法的な位置付けのない協

議会では維持困難など） 等

その他

2020年度に廃棄時回収率50％の達成へ

機器廃棄時、フロン類の引渡義務があるが、違反行為に対する即時的な罰則適用が困難。

フロン回収済みか否かの確認について、確認方法・確認の有無が不統一。

 フロン類の引渡義務等の違反への直接罰の導入。
 廃棄物・リサイクル業者等へのフロン回収済み証明の送付義務づけ（廃棄物・リ
サイクル業者等にフロン回収を依頼する場合は除く。）。

 フロン回収済みの証明を受けた場合、自らがフロン回収を行う場合※等を除き、
廃棄された第一種特定製品の受け取りを禁止（罰則つき）。

※詳細は、主務省令で定める。

第一種
特定製品

フロン

（鉄スクラップに）

充塡回収業者

解体業者等

ユーザー
（廃棄等実施者）

廃棄物
・ﾘｻｲｸﾙ業者等

建物解体前にフロン機器が残っているかの事前確認・説明義務があるが、記録が保存さ
れず、立入検査等の対象外で確認困難。建リ法解体届の入手も困難。

 事前説明・確認記録の保存の義務づけ。
 報告徴収・立入検査の対象に、解体元請業者、解体現場等を追加。
 都道府県知事から関係地方公共団体等への資料要求を位置づけ。

 機器廃棄時のフロン回収率向上のため、機器の廃棄時にフロン類の引渡し
が確実に行われる仕組みへ。
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既に起こりつつある/近い将来起こりうる気候変動の影響

熱中症・
感染症

平成30年7月
埼玉県熊谷市で観測史上最高の41.1℃を記録
7/16-22の熱中症による救急搬送人員数は過去最多

水稲・果樹

・既に全国で、白未熟粒（デンプンの蓄
積が不十分なため、白く濁って見え
る米粒）の発生など、高温により品
質が低下。

・果実肥大期の高温・多雨によ
り、果皮と果肉が分離し、品
質が低下。

図 うんしゅうみかんの浮皮
（写真提供：農林水産省）

高温による生育障害
や品質低下が発生

図 ヒトスジシマカ
（写真提供：国立感染症研究所昆虫医科学部）

デング熱の媒介生物
であるヒトスジシマカ

の分布北上

図 水稲の「白未熟粒」(左)と
「正常粒」(右)の断面
（写真提供：農林水産省）

異常気象・災害

平成30年7月には、西日本の広い範囲で記録的な豪雨

（出典：気候変動監視レポート2017(気象庁)）

【2018年7月23日の日最高気温】

（出典：気象庁）

【2018年熱中症による
救急搬送状況】

※緑、青は速報値
であり今後変更
の可能性がある

（出典：消防庁）

しろみじゅくりゅう

うきかわ

図 ニホンライチョウ
（写真提供：環境省）

生態系

サンゴの白化
ニホンライチョウの
生息域減少

図 サンゴの白化
（写真提供：環境省）

短時間強雨の観測回数は増加傾向が明瞭
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具体的な適応策の例

• 近年、夏季の高温により
主要米の品質低下が顕
在化。

• 農業研究センターが高温
耐性に優れる品種を開
発し、推奨品種に採用す
ることで、順次品種転換
を促進。

農林水産業
高温耐性品種への転換

• 「熱中症予防情報サイト」を
通して、当日の暑さ指数と熱
中症危険度を公表し、国民
に注意喚起している。

• 「熱中症環境保健マニュア
ル」を策定し、自治体、学
校、国民等に対して、熱中症
被害の軽減策を周知してい
る。

自然災害・沿岸域
将来の水位変化に対応できる設計

出典： 環境省

自然生態系
サンゴのモニタリングや移植・増殖

出典： 環境省

• 海水温の上昇により、
サンゴの白化が深刻な
状況。

• サンゴ礁生態系の状況
をモニタリングするとと
もに、劣化したサンゴの
回復を目指し、サンゴの
移植や人工岩礁での増
殖を行っている。

③将来
巻上機の改造

④将来
ゲート規模の拡大

①基礎
部分の
増強出典： 国土交通省

着床具に付着して
成長したサンゴ

• 将来の豪雨の頻発化等を見
越して、できるだけ手戻りの
ない施設の設計に着手。

• 設計段階で幅を持った降水
量を想定し、基礎部分をあら
かじめ増強するなど、
施設の増強が
容易な構造
形式を採用。

②門柱の
高さの確保

健康
熱中症の注意喚起

例：愛知県
日光川水閘門

暑さ指数(WBGT）
の実況・予測

出典： 農林水産省

広島県 高温耐性品種
「恋の予感」
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気候変動適応法の概要

国、地方公共団体、事業者、国民が気候変動適応の推進のため担うべき役割を明確化。
国は、農業や防災等の各分野の適応を推進する気候変動適応計画※を策定。その進展状況について、把握・評価手
法を開発。 （閣議決定の計画を法定計画に格上げ。更なる充実・強化を図る。） ※法の施行までに策定（11月27日閣議決定）

気候変動影響評価をおおむね５年ごとに行い、その結果等を勘案して計画を改定。

１．適応の総合的推進

２．情報基盤の整備 ３．地域での適応の強化

適応の情報基盤の中核として国立環境研究所
を位置付け。

各分野において、信頼できるきめ細かな情報に基づく効果的な適応策の推進

農
林

水
産
業

水
環
境
・

水
資
源

自
然

生
態
系

自
然
災
害

健
康

産
業
・

経
済
活
動

国
民
生
活

４．適応の国際展開等

 国際協力の推進。

 事業者等の取組・適応ビジネスの促進。

都道府県及び市町村に、地域気候変動適応計画策定の
努力義務。

地域において、適応の情報収集・提供等を行う体制（地
域気候変動適応センター）を確保。

広域協議会を組織し、国と地方公共団体等が連携して
地域における適応策を推進。

「気候変動適応情報プラットフォーム」（国立環境研究所サイト）
の主なコンテンツ

http://www.adaptation-platform.nies.go.jp/index.html

コメの収量
の将来予測

砂浜消失率
の将来予測

＜対象期間＞
21世紀末（2081
年～2100年）
＜シナリオ＞
厳しい温暖化対
策をとった場合
(RCP2.6)

※品質の良いコメの収量

将来影響の科学的知見に基づき、
・高温耐性の農作物品種の開発・普及
・魚類の分布域の変化に対応した漁場の整備
・堤防・洪水調整施設等の着実なハード整備
・ハザードマップ作成の促進
・熱中症予防対策の推進 等

平成30年6月13日公布
平成30年12月1日施行
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気候変動適応計画（概要）

気候変動影響の被害
の防止・軽減

目標

基本戦略

1
農業・防災等の各施策に適応を組み込み効果的に施策を推進

あらゆる関連施策に気候変動適応を組み込む

2
科学的知見に基づく気候変動適応を推進する

観測・監視・予測・評価、調査研究、技術開発の推進

3
研究機関の英知を集約し、情報基盤を整備する

国立環境研究所・国の研究機関・地域適応センターの連携

地域の実情に応じた気候変動適応を推進する

地域計画の策定支援、広域協議会の活用

国民の理解を深め、事業者の適応ビジネスを促進する

国民参加の影響モニタリング、適応ビジネスの国際展開

6
開発途上国の適応能力の向上に貢献する

アジア太平洋地域での情報基盤作りによる途上国支援

7
関係行政機関の緊密な連携協力体制を確保する

気候変動適応推進会議（議長：環境大臣）の下での省庁連携

国民事業者

政府

地方公共団体

・適応の率先実施
・多様な関係者の
適応促進

・地域の適応の推進
・地域の関係者の
適応促進

・適応行動の実施
・適応施策への協力

・事業に応じた
適応の推進

・適応ビジネスの推進

国立環境研究所
・適応の情報基盤の整備
・地方公共団体等の

技術的援助

役割

気候変動影響の評価

適応計画の進捗管理

評価手法等の開発 適応の効果の把握・評価手法の開発

年度単位でフォローアップし、PDCAを確保

中央環境審議会に諮問し、2020年を目途に評価

進捗管理 気候変動適応計画の策定・変更

適応策の実施

計画の進捗状況の把握・評価

施策・計画の改善

気候変動影響
の評価 Plan

Do

Check

Action

評価手法等の
開発

５

４

コメの収量
の将来予測

※品質の良い
コメの収量

気候変動適応情報
プラットフォーム

各分野において、信頼できるきめ細かな情報
に基づく効果的な気候変動適応の推進

国民の生活の安定、社会・経済
の健全な発展、自然環境の保全＋

農
林
水
産
業

水
環
境
・

水
資
源

自
然
生
態
系

自
然
災
害

健
康

産
業
・

経
済
活
動

国
民
生
活

安全・安心で持続可能な社会

７つの基本戦略の下、関係府省庁が
緊密に連携して気候変動適応を推進

気候変動影響の評価と気候変動適応計画の進捗管理
を定期的・継続的に実施、PDCAを確保

関係者の具体的役割を明確化

＜対象期間＞ 21世紀末（2081年～2100年）
＜シナリオ＞ 厳しい温暖化対策をとった場合（RCP2.6）

平成30年11月27日閣議決定
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